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地方行革をともに考える
シンポジウム
in 奈良

地方行革をともに考える
シンポジウム
in 奈良

開催日時：平成19年11月9日（金）

開　　場：１３：００

開　　会：１３：３０

終　　了：１６：３０

会　　場：奈良県文化会館小ホール

主　　催：総務省
後　　援：奈良県、奈良県市長会、奈良県町村会、奈良新聞社
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●プログラム
【開　　場】

【開　　会】

主催者挨拶：門山　泰明（総務省大臣官房審議官）

開催地挨拶：滝川　伸輔（奈良県副知事）

【基調講演】

「新しい公共空間と自治体経営の刷新」

講師：辻　琢也（一橋大学大学院法学研究科教授）

【事例発表】

「職場改革実践運動『TAN5リンピック』」＜京都府京丹後市＞

藤村　信行（京丹後市企画政策部行財政改革推進課長）

「和歌山県版市場化テスト」＜和歌山県＞

若林　誠治（和歌山県総務部総務管理局行政経営改革室副室長）

【休　　憩】

【パネルディスカッション】

「新しい公共空間を形成する戦略本部となるために、

いま自治体に求められているものは何か」

パネリスト 辻　　琢也（一橋大学大学院法学研究科教授）

音田　昌子（大阪府立文化情報センター所長）

岡井　康徳（奈良県北葛城郡河合町長）

門山　泰明（総務省大臣官房審議官）

コーディネーター 高田　寛文（政策研究大学院大学教授）

【閉会】

13：00……

13：30……

13：40……

14：20……

15：00……

15：10……

16：30……
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皆さん、こんにちは。本日はお忙しい中、地方行革

をともに考えるシンポジウムにご参加いただきまし

て、ありがとうございます。

少子高齢化のもと、最近の地方自治体を取り巻く環

境は、住民の皆様からの行政への期待がいろいろ高

まっていると同時に複雑になってきています。さらに、

県も市町村も非常に財政的に厳しい状況の中で、どの

ように地域の力を結集し、地域としての力をアップし

ていくかということが課題になっています。

これまでは行政が主として提供してきた公共サービ

スについても、例えば地域の自治会、ＮＰＯなど、い

ろいろな方々に担っていただくため、知恵を出してい

かなければならない時代になってきたと思います。地

方自治体も、地域に新しい公共空間をつくっていくた

めの戦略本部的な役割を意識し、実践していかなけれ

ばならなくなったと考えているところです。

今回のシンポジウムは、このような地方公共団体を

取り巻く環境を踏まえ、どういう取組をしていったら

いいのかを一緒に考えてみようということで全国各地

で開催させていただいております。

今年は、地方自治制度の枠組みを定めた地方自治法

ができまして60年目にあたり、11月20日には60周年の

記念式典も催されます。地方自治をもう一度考え直し

てみようという時期のシンポジウム開催に、大変お忙

しい中、辻先生をはじめ出演者の皆様のご協力をいた

だきますとともに、開催にあたりましては、奈良県庁

の皆様方、奈良県市長会、町村会の皆様、奈良新聞の

皆様に大変お世話になっているところであり、改めて

お礼を申し上げますとともに、本日のシンポジウムが

皆様にとりまして有意義なものとなりますよう努めた

いと思っております。簡単ではございますが、冒頭の

ごあいさつとさせていただきます。ありがとうござい

ました。

主　催　者　挨　拶

門山　泰明
総務省大臣官房審議官
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皆さん、こんにちは。奈良県副知事の滝川でござい

ます。

本日は、総務省の計らいで、「地方行革をともに考

えるシンポジウム」を奈良で開催していただくことに

なりまして、ありがとうございます。また、お忙しい

中お集まりをいただきました辻先生をはじめ、パネリ

スト、事例発表者の皆様方に改めてお礼を申し上げま

す。また、会場の皆様にも、これからの自治体のあり

方について考えるこの会にお越しいただき、ありがと

うございます。

県として、一つだけ申し上げておきたいと思います。

奈良県の場合は、働いていらっしゃる県民のうちで、

県外で働いている方、いわゆる県外就業率が30％を超

える全国でも非常に珍しい県であります。ほとんどの

県は一桁台ですし、首都圏、近畿圏で十数％というこ

とはあっても、働いている方の３割以上が県外で働か

れているというのは日本中で奈良県しかありません。

2007年問題という言葉をご記憶だと思います。団塊

の世代と言われる方々を中心に、企業にお勤めされ60

歳になって退職され、第２の人生に入るという方々が、

これから大量に出てくるわけであります。大阪や京都

で厳しい経済競争を勝ち抜いてこられた方々が地域社

会に帰って来られ、そこで初めて、真剣に、自分のお

住まいになっている市町村、奈良県の現状や行政を目

の当たりにするだろうと思います。

この方々は仕事を通じて培ってきた高い能力や、知

識、経験、人脈をお持ちです。この方々の判断水準か

らして、どうも奈良県や奈良県内の市町村の行政は頼

りないぞ、非常に困ったことになっているぞと思われ

るのは我々としても非常に困るわけであります。しか

し、もう時計の針を逆に戻せません。現状をこれから

どうしていくかというところが行政に問われています。

団塊世代の方々が持ついろいろなノウハウ、経験、

能力を、今後の地域づくりの中で生かしていけるかど

うかによって、奈良県内のいろいろな地域が、今後ま

だまだ発展していけるのか、それとも、何となく元気

がなくなってしまうのかの分かれ道になると思ってい

ます。

奈良県ではこうした観点で、福祉・医療問題、産業

行政や観光振興についても、こういう方々を取り入れ

るため、市町村と協力し、何をするかということを考

えています。皆様方も、こうした問題意識を県が強く

持っているということを意識していただきまして本日

のシンポジウムを聞いていただくと、視野が開けてく

るのではないかと考えています。

このシンポジウムを最後まで熱心にお聞きいただ

き、皆様がそれぞれの地域や職場にお帰りになって、

よりよい地域づくり、あるいは職場づくりをしていた

だく際の参考になれば非常にありがたいと思っており

ます。

開　催　地　挨　拶

滝川　伸輔
奈良県副知事
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ご紹介にあずかりました一橋大学の辻でございま

す。行政学が専門で、特に地方自治論を専攻してまい

りました。私からは、今回のテーマになっています

「新しい公共空間」とは何か、これについて原点に立

ち返って説明すると同時に、パネルディスカッション

で議論します自治経営の刷新について、大きな方向性

を示してみたいと思います。

本日用意したレジュメは三つの構成になっていま

す。その他に二つ大きな図を示しています。まず、二

つの図に基づいて新しい公共空間のイメージと今後の

自治経営のイメージをつくっていただき、残りの時間

で刷新の骨子はどういうものかを説明したいと考えて

おります。

端的に言うと、新しい公共空間というのは、図１の

３段目のイメージです。新しいものがあると古いもの

があるはずですが、古いものがその上の二つのイメー

ジになります。日本が近代化を始めた明治維新のころ、

行政を始めていった時代は、「公共＝行政」というイ

メージだったと思うのです。江戸時代の時代劇で私た

ちがよく見るのは、お代官様が出てきますけれど、一

般の住民から見ると、お侍さんと接する機会はほとん

どなく、せいぜい地主さん、庄屋さんと接するくらい

であり、限りなく公共ということを意識せず暮らして

いけたのではないかと思うのです。

明治の時代になって近代化を進め、軍隊をつくって、

近代行政をしていく過程で、公共領域を行政、近代政

府が担うという状況がしばらく続きます。しかし、官

営工場払い下げ、電力民営化、軌道系交通の民営化な

どがあり、意外に早い時点で、公共サービスと言われ

る領域と行政といわれる領域には乖離が出てくること

になります。つまり、公共サービスの一部を行政が提

供するスタイルができ、少なくとも第二次世界大戦以

前はこういう形でサービスが提供されてきたというこ

とです。

しかし、自治体職員から見ると、「公共＝行政」の

イメージがずっと強かったのです。なぜか。自治体が

住民に対して提供している基本的なサービスは、警察、

消防、教育だと思うのです。この三つの分野のサービ

スは、市町村、県が直接提供し続けてきたということ

で、「公共＝行政」のイメージが自治体においては非

常に強い。しかし、日本全体で見ると、公共サービス

の一部を行政が提供するという形で行われてきた。こ

のイメージが以前の公共空間ということになります。

こうした流れの中で、求められている新しい公共空間

のイメージは、図１の３段目に示したものになります。

この図では、民間部門を大きく二つの領域に分けて

書いています。民間活動の中で、企業の利潤追求によ

る活動の領域、これが資本主義国たる日本のベースと

なります。もう一つ、今後退職して、別に退職に限ら

ないのですが、地域に帰るという場合、利潤にこだわ

らず、私的にいろいろな活動をする領域があります。

このように民間には二つの大きな活動領域があります。

これから公共の世界は、若干広がっていくと考えら

れています。しかし、このコアになる行政は、まず全

体として若干縮小します。しかし、大きな勢いでは縮

小できない。もっと重要な変化は、この行政の中が三

つの領域に分かれてくるということです。ここにい

らっしゃる職員の方の多くは、任期に定めのない常勤

職員がサービスを提供する部分にいます。新しい公共

空間においても、ここの部分が経営の中心であること

には変わりはありません。

その一方で、行政の中のサービスでも、今まで以上

に企業活動との接点が増えてくると思います。請負で

業務をお願いしたり、任期付きで職員を雇用したりと、

基　調　講　演

辻　琢也
一橋大学大学院法学研究科教授

「新しい公共空間と自治体経営の刷新」

講師略歴
東京大学大学院博士課程修了。専門分野は、行政学、
地方自治論。著書は『地方分権推進と自治体職員』（共
著）、『分権の自治とデザイン』（共著）ほか。総務省
「地方公共団体における民間委託の推進等に関する研究
会」委員、神奈川県「広域自治制度研究会」座長、川
崎市「行財政改革委員会」委員長等、各種委員会・審
議会の委員を務める。
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民間の利潤追求活動との接点の部分で、行政の側で活

動してもらえる領域がある。また、同じ民間活用でも、

有償ボランティア、非常勤職員、それから再任用とい

うような形で私的活動との接点の部分で活動してもら

える領域もある。これらも含めて行政全体を維持して

いくということになっていきます。

これはあくまで行政内部の話です。行政とは別なと

ころで、民間企業にアウトソーシングして公共サービ

スを提供してもらう領域もあるし、市民・住民団体に

自主的に自治的活動をしてもらい、それによって公共

サービスを支える領域もある。

この点をもう少し詳しく書いたのが図２になりま

す。行政という囲みの部分がコアの部分です。今まで

も、民生委員や行政連絡員など、この行政の中で活躍

してもらっている人たちがいます。それから、ＰＦＩ

やＰＰＰ、公営企業のような形態で、行政内部で企業

活動をしてもらっている場合もあります。今後はこれ

らがさらに増え、ＮＰＯ、ＰＴＡ、社会貢献活動やボ

ランティアなどの領域がさらに大きくなり、民間事業

者による公共サービスも増えてくる。それから、新し

い公共空間と私的活動の接点にあるようなもの、例え

ば、マンションの管理組合、こういったものは私的活

動の領域であると同時に、一方ではある種の公共性を

持つ領域にあり、今後これらをどうしていくかが大き

な課題になってきています。これら全体として地域を

経営していかなければならないのが、新しい公共空間

における自治経営、地域経営ではないでしょうか。

では、どういう経営が具体的に求められるのでしょ

うか。

端的に言うと、なぜ、こうした公共空間になってい

かざるを得なかったのか、なっていったのかについて

の私なりの答えはレジュメのⅠの部分です。少子高齢

社会が大前提にあり、その中で分権が行われてきてい

るということです。では、こういう新しい公共空間の

中で、特に自治経営の戦略本部としての自治体に求め

られることは何かというと、ⅡとⅢになります。一つ

は、民間を活用していくという点。活用の仕方をマス

ターしていかなければならない。二つ目に、民間を活

用するためには、本部自体に能力がないといけない。

この能力をどうやって培っていくかというのが、Ⅲに

なるということです。

少子高齢社会になると、なぜ自治経営が変わらなけ

ればならないか。理由は二つです。

まず、お金がなくなるということです。少子高齢社

会になると歳入は伸び悩む。これに対し、歳出は社会

保障費に象徴されるように扶助費、義務的経費が増え

ていく。少々景気がよくなっても、なかなか歳入は増

えない。しかし、歳出は確実に増えるということです。

皆さんも行革疲れという実感がかなりあるかもしれま

せん。切れども切れども、歳出の伸びは抑えることは

できても、意外に減らない。しかも、歳入は遅々とし

て増えない。そうした状況で、潜在的ギャップはむし

ろ拡大しているのではないかという気すらしているで

しょう。

歳入歳出の問題は非常に重要ですが、今の日本人の

能力があればそんなに悲観すべきことではないと思っ

ています。解決の方向は、理論的には簡単です。歳入

を増やすためにある程度増税し、歳出を抑制するため

にある程度サービスを抑制する。理論的に難しくてわ

からないことではないと思うのです。しかし、政治的

図１ 図２
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にいつ増税し、どの程度のサービス水準にするかとい

うのは大変難しいですが…。

これに対して、もう一つ、少子高齢社会になって難

しいこと、それは住民の求めるサービスです。その内

容が変わってきていることです。自治体にとってはこ

ちらの方が非常に重要なことです。

住民の求めるサービスは、基本的に公平で平等なも

の、安かろうまずかろうなものを公平に平等に行き渡

らせる、行き渡らせるのに少々時間がかかっても構わ

ない、しかし、ベースは公平・平等、こういったサー

ビスが求められていたところでありましたが、これか

らは基本的に質的に多様なもの、それから、質の高い

ものを求める流れに変わってきていると思います。

学校給食を象徴的に考えるとわかりやすいです。

終戦直後から昭和20～30年代を経て、学校給食が定

着していく中で、おいしさを求めた人はあまりいな

かったと思います。私も小学校のころ、学校給食を残

すと廊下に立たされる、だから給食は食べなければな

らないものでした。行政は実費負担で給食費を集めて、

なるべく値段を抑えよう、しかし、お昼ぐらいは所得

にかかわらず、子供の栄養も考えて、同じものを教育

の一環である学校で食べさせよう。ところが、今は中

学校で学校給食をやっているところを見ると、学校に

よっては残飯の嵐です。そこで、ちゃんと食べてもら

うためにランチルームをつくったり、バイキング方式

にしたり、地元の野菜を使ったり、さらに手を変え品

を変え、サービスをよくしている。それで住民に喜ん

でもらおうと。

こういうサービスの変化は、やはり少子高齢化と密

接に関わっているのです。子だくさんの時代から、子

供がいても１人といった少子化時代になった。お金が

余っている家庭はないかもしれません。しかし、小銭

は持っており、子供に接する時間が限られている中で、

小銭に物を言わせて、子供にサービスをしようとして

いるところがあるのかもしれない。

つまり、質の高いものを多様に要求するというのは、

悪く言うとある意味ではぜいたくに、わがままになっ

ているのです。しかし、行政サービスは、このわがま

まにある程度応えて住民満足を高めていくことで初め

て進歩するところもあるし、逆に、余りにも応え過ぎ

ると、行政として破綻を来してしまう。こういう時代

になってきているのだと思います。

ある程度時間はかかっても、公平にサービスを提供

するということにおいては、日本の行政は先進国の中

でも稀な優秀さを誇ります。行政に携わる皆さんは、

公平にサービスを提供するということでは一生懸命

やってきたのです。

これに対して、今いろいろなことが住民から要望さ

れています。金があれば全部それに付き合うのが正し

い行政であるかのように錯覚している場合もないとは

言えません。質の高いサービスを適度に、多様に提供

していくということが、これからの自治経営にとって

一番の課題になってくると思います。

質の高いものを多様に提供するためには、行政だけ

では機動性を欠くし、コストが高くつく。民間企業、

民間団体の活力を活用しないと、トータルに最適な

サービスは提供できません。これは、単にお金がない

からということではないのです。質の高いサービスを

多様に提供していくためには、どうしても社会の中心

である企業、市民の皆さんの私的活動と行政との接点

をもう一度探り、行政の内外でサービスを構築してい

かないといけない。質的にどうやってパワーアップし

ていくかということが、一番問われることだと思いま

す。

地域経済がまだら模様の中、財政状況が非常に厳し

い団体がある一方で、都心部の恵まれた地域では財政

再建も一段落し、いろいろな上乗せサービスをしてい

るところがあるかもしれません。しかし、それが本当

にトータルで見て、新しい公共空間の中の官と民の役

割分担や少子高齢化が継続していくという中で、最適

なものなのかどうなのかを考えていかないといけな

い。このように考えていかなければならない時代に

なったということです。

この問題を自治体にさらに決定づけたのが地方分権

です。2000年４月の地方分権一括法の施行、この中で

機関委任事務が廃止され、自治事務及び法定受託事務

が創設されたことが決定的に重要だったと思っていま

す。今まで県庁や市役所が提供してきた重要なサービ

スは、機関委任事務に該当し、本来、国がやるべきも

のを国に代わってやっていた。国にマニュアルを提供

してもらい、補助金を出してもらい、足りない部分は
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地方交付税で充当し、国の言うことさえ着実に守って

いれば、財源的にも財政的にも十分やっていける。わ

からないところがあれば、県を介して国に聞けばいい。

こうした世界から、これらのサービスは基本的に自治

事務になり、県や国からの技術的助言はあるものの、

悪い結果が起きてもその責任は一義的に市町村が負っ

ていかなければならないという時代に変わってきた。

質の高い多様なサービスを求める住民、県民の要望に

どの程度応えていくか、自治体自らが意思決定、判断

してやっていかなければならなくなってきた。これが

自治経営を刷新していかなければならない今の状況で

す。

国に言われたことを正確にやるなら、公務員倫理が

しっかりしていれば、政策能力はさほど高くなくとも

事務は執行できたかもしれません。しかし、30人学級

がいいのか、25人か、35人か、40人がいいのかを教育

の効果と将来における負担まで考えてどう判断する

か、こういう問題が自治事務として投げかけられてい

るわけですから、自分たちで決定していける能力を

持っていかなければならない。それができるかどうか

が自治経営の刷新の中で問われている本質的な問題で

す。

対処の方策は、主に二つあります。

一つは、民間を活用できるものについては、民間に

お任せしていこうというものです。お任せの判断は難

しいですが、市場原理が働くもの、完全競争の状態に

あるようなものであれば基本的に民間を使って十分

やっていけるのです。この場合、仮に市場原理が有効

に活用できるならば、基本的には行政はなくてもいい。

関与も少ないほうがいい。ですから民間委託ではなく

民営化してしまったり、公共としては廃止してしまっ

たり、このように思い切って見直しをすることが、全

体としてパフォーマンスを高めると考えられます。行

政が今までやってきた部門、特に自治体がやってきた

領域は、市場原理がそのまま適合できるものは意外に

少ない。民間企業のほうがよくできるけれど寡占、独

占になってしまう。市場原理が働くものは、実はそん

なに多くない。でも、象徴的な例はいくつかあります。

例えば、住宅政策です。どこの県や大きな市も、民

間の供給が増えていく中で一般宅造からは基本的に撤

退し始めています。そうした中で公営住宅を、今後ど

の程度維持していくかということです。私たちには馴

染みのある公営住宅ですが、世界で見ると、公営住宅

を持っているのは決して普通ではないのです。日本の

ように戦争で焼け出されて、著しく住宅ストックが欠

如したことのある国か、貧困問題、スラム問題が深刻

なところ以外は公営住宅を持っていない。民間も含め

て、世帯数を上回る住宅ストックがある現在、社会保

障制度と相互に考えると、どれだけ住宅を維持し続け

るかというのが重要な課題です。公営住宅は一般財源

化も行われつつありますので、市町村、県としても、

大きな選択のポイントになります。

生涯学習の領域も昔と違って、今はほとんどのこと

が民間団体、民間企業でも提供できるようになってい

ます。これを地方都市で行政が一生懸命やったりする

と、逆に、経済学用語で言う「クラウディングアウト」

現象が起き、民間が活動しづらくなるという状況が生

じる。

一番の問題は、民間でもできる、民間の方がよくで

きるかもしれない、しかし独占、寡占になってしまう

サービス領域です。昔は公共がやっていたから、民間

企業はなかなか育っていなかった。公務員の給与体系

を考えると、若いうちは良質なサービスを安く提供で

きるので人手不足の中では公共がやったほうが効果的

な場合があった。しかし、今では独占、寡占のものも、

基本的に民間企業に提供してもらったほうがいい。そ

れは、行政コストが高くなってきているということも

ありますが、それ以上に質の高いサービスを多様に求

める住民ニーズがあるからです。

ただし、市場原理が働かないので、行政は丸投げで

は困るのです。民間企業によるサービスの価格と品質

が的確であるかどうかを監視したり、指導したりする

役目が必要になります。この役目を十分果たせるかど

うかは、なかなか大変です。場合によっては、民間企

業の方が優れている場合が多いからです。いかに監視、

指導していくか。その能力がうまく発揮できないと全

体としてのパフォーマンスは維持できません。

例えば、ＩＴサービスに対して、どれだけ適正な価

格で、維持管理も含めてやれるかというのを見ると、

自分たちの市役所、役場の新しい公共空間における政

策能力が象徴的にあらわれてくるのではないかと思い

ます。

民間企業から見ると、取れる価格が最適価格となり

ます。場合によっては公共がある程度、力を持ち続け、

いざとなったら民間企業に取って代わってサービスを

提供できる能力がないと、真の意味で効果的、効率的

な公共空間は形成されないとも考えられます。ここが

難しいところです。自分たちのわからないことを民間

企業にやってもらうという姿勢だと、カモられてしま

うかもしれない。業務を外に出すか出さないかといっ

た内向きの労使協議ばかりに時間をかけて、肝心の民

間活用の部分を十分に検討できないで民間委託を進め
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ているとすれば、それは大変残念なことです。

民間企業を活用するためのポイントは、自分たちが

どのぐらい仕事ができるかということです。相対の中

で市場原理が働きませんので、民間企業を働かせるた

めにも、このことは重要であり、この良し悪しが民間

企業の活動に大きく反映されてきます。新しい公共空

間では、行政のパフォーマンスが今まで以上に高く求

められています。

そうした中で、今、総人件費の抑制ということが言

われています。義務的経費がどんどん増えてくる中、

少しでもサービスを増やすには、人件費は削ってほし

い、これは住民の切なる願いで、多分、今後も変わら

ないでしょう。総人件費を節約するためには、方法は

二つしかない。給料を下げるか、職員を減らすかです。

どちらが正解かというと、私は、人を減らす方だと思

います。仕事自体が自治事務となり、難しくなってき

て、働いている個人は今まで以上に厳しい仕事を、厳

しい勤務条件の中で求められているからです。本来は

給与も増やしたいところですが、少しでも今の状況を

維持するために少数にしていく。同時に、精鋭にして

いくということが必要です。

それ以上に、改めて新しい地域づくりが求められて

いる中で、どうやったらプラスの地域づくりができる

のかについても考えなくてはならない。単に縮小する

だけではなく、頭を使って企画のできる人材が求めら

れているということです。少数にすると自動的に精鋭

になると言った人もいましたが、実態はなかなか難し

い。少数の人たちに、どうやったら能力以上のものを

引きだしてもらえるのか、能力に見合った成果を上げ

ていってもらえるのかを検討しなければならない。勤

務条件が厳しい中、結果的に仕事が難しくなり、仕事

ができる人にますます仕事が集中し、比較的のんびり

やっている人は、自分はやっているつもりでも、相変

わらず端から見るとのんびりやっている状況にもなっ

ているかもしれない。

私は、ある程度、業績に見合った人事考課を的確に

入れて、今まで以上に仕事をしている人と仕事をして

いない人に差をつけていく、例えば、勤勉手当、査定

昇給の違いにあらわれて、働いたら働いた分、それに

見合った給与を手にできるようにしていく必要がある

のではないかと思う。少数にして精鋭の職場体制をつ

くっていくためにはそうした勤務評定を充実すること

が重要です。精鋭の人たちがしっかりしないと、民間

の人たちは活動してくれない。新しい公共空間自体が

広がっていくなか、そのコアとなる行政の人たちは、

より一層重い任務を背負っていかなければならない、

これが今の自治経営の刷新の現状ではないかと思いま

す。

以上で基調講演を終わります。ご清聴いただきあり

がとうございました。
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京丹後市行財政改革推進課の藤村と申します。どう

ぞよろしくお願いいたします。職場改革実践運動「Ｔ

ＡＮ５リンピック」について発表いたします。

はじめに、京丹後市を紹介させていただきます。京

丹後市は、京都府北西部の端にあり、日本海に面し、

面積は約500平方キロと広大です。人口は６万3,000人

余り（平成19年9月末現在住基人口）、六つの市民局

（支所）や二つの市立病院がある関係で、職員数は

1,163人と人口の割には多くの人数になっています。

自治体の業務改善運動は、これまで全国各地で多く

の自治体が取り組んでいます。その先駆けは、2000年

に始まった福岡市のＤＮＡ運動「ＤＮＡどんたく」だ

と伺っています。近畿では2003年から、兵庫県尼崎市

の「ＹＡＡるぞ運動」、大阪府摂津市の「ＡＴＯＭＳ

運動」が始まっています。当市の「ＴＡＮ５リンピッ

ク」は、先進自治体の取組内容をまねさせていただき

始めました。特に尼崎市の方からは直接、手取り足取

りのご指導をいただいています。本来であれば尼崎市

1

3

2

4

事　例　発　表

藤村　信行
京丹後市企画政策部行財政改革推進課長

「職場改革実践運動『ＴＡＮ
5
リンピック』」

＜京都府京丹後市＞
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にご発表いただくのが筋かと思いますが、「小規模で

あり、合併も経験している団体の取組を」というお話

がありましたので、大変おこがましいことですが当市

の取組を発表させていただきます。

「ＴＡＮ５リンピック」とは、市の行政がかかわる

すべての業務を対象に、改革改善の提案・実践を全庁

的に行っていこうとする取組です。「ＴＡＮ５リンピ

ック」の理念は、市職員の自主的・主体的な取組を奨

励し、個々の職員の力を結集して、全庁的な取組とし

て業務改善・改革を行うことで、本市の行財政改革を

強く推進していくことにあります。また、この取組を

通じて、職場環境や業務プロセスを改善し、職員の満

足度を高め、市組織の風土を成熟化し、市民への価値

を提供し続ける組織に改革していくということを目的

としています。この取組を行う背景には、市町村合併

がありました。自治体業務は、基本的にはどこの町で

も同じようなことを行っているわけですが、それぞれ

の町のやり方があり、職員の意識も微妙にずれている

部分があります。そこで、職場で一緒になって業務改

善に取り組むことで京丹後市としての仕事のやり方と

いうものを作っていくきっかけになるのではないか、

そして職員同士がより一体感を持って日々の仕事に取

り組むことができるのではないかという期待もありま

した。

実施内容ですが、職場ごとに業務の改革改善を自主

的に取り組み、活動の成果を発表の場において発表し、

優秀な取組について表彰を行うというものでございま

す。

この「ＴＡＮ５リンピック」の「ＴＡＮ５」という文

字の意味・意義は、地名の丹後にこじつけて作ってい

ます。まずＴは「Think」で、考えよう。Ａは「Act」、

行動しよう。Ｎは「Network」、連携しよう。そして、

５は、「Grow」のG
・
ro
・
wで、成長発展しよう。数字の

５を右肩に階乗の形にしてつけておりますのは、どん

どん大きく成長して広がっていくことをイメージして

います。

「ＴＡＮ５リンピック」では、まず、課を基本とし

て職場単位でエントリーを行います。場合によっては

いくつかの課が集まった単位でもOKとしています。

市役所以外の職場、例えば、保育所、消防署などでは、

所属所単位でのエントリーも受け付けています。

エントリーの際に、「自分たちの職場では今回この

ようなことに取り組みます」といった取組内容を出し

てもらいます。エントリーの場を設けることは、改め

て自らの業務を点検し、改革改善しなければならない

課題を見つけ出すという気づきの場にする意味で重要

5

7

6

8
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なことと考えています。エントリーの期間は、１カ月

程度としています。

次に、エントリーした改善内容について、１カ月か

ら２カ月の期間を使って実施することとしています。

そして、それを発表会において発表し、審査をして、

オリンピックを模した表彰式で金メダル銀メダル等を

授与するという仕組みです。

成果の発表の場を持つ意義は４点あると考えていま

す。

まず１点目は、活動の苦労や努力を幹部、上司、同

僚が認めて、褒めて、励まし合う場であるということ

です。どれだけすばらしい改革改善を行っても、だれ

も知らない、認めてくれないのでは、職員のモチベー

ションが上がりません。人に認められ、褒めてもらえ

るというのは、このような取組を行う上で欠くことの

できない要素ではないかと思います。

２点目は、すぐれた取組を発表し伝える情報共有の

場であるということです。いい取組は自分たちのもの

だけとせず、積極的に職員全体に知らせて広めていく

ことが大事ではないかと考えています。

３点目は、実際に行動した人の話を直接聞くことに

よって、書面では伝えきれない「思い」などを含めた

質の高いコミュニケーションを図る場であるというこ

とです。実際に取り組んだ人の口から直接、苦労話や

失敗談を聞くのが一番印象に残り、自分たちのものと

して感じられるということで、プレゼンの場は重要と

考えています。

４点目として、いい取組のまねをするということで

す。いい取組はどんどんまねをして、多少節操がない

と言われても、どん欲にまねをして取り組むことが、

結果的には自分たちにもそして住民の皆様にとっても

良かったということになるのではと思います。「ＴＡ

Ｎ５リンピック」自体の取組も、他市町村の先進事例

を、多少アレンジしていますが大いにまねをさせてい

ただいて始めたものです。

表彰部門は、２部門に分かれています。

メインになるプレゼン部門は、パワーポイントを

使った舞台発表です。最優秀賞、優秀賞、審査員特別

賞を設け、それぞれ金、銀、銅メダルを授与します。

書面部門は、プレゼン会場にパネルを用意し、壁新聞

のような形にまとめて、それぞれの取組を発表しても

らうものです。これには「報告書大賞」という名前を

つけました。

審査方法ですが、プレゼン発表は４人の審査員が採

点して決定します。審査員には、一昨年の時点ですが、

市の助役、収入役、教育長、企画政策部長を充てまし

9
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た。書面部門は、発表会場に投票用紙を置き、来場者

に投票してもらい大賞１チームを決定いたします。

プレゼン発表の審査の視点は５点であります。

取り組むべき課題をしっかり把握し、的確な目標が

設定されているかというテーマ設定。その課題を達成

し、また、問題を解決するための筋道がしっかりと定

められているかどうかという達成・解決へのアプロー

チ方法。その取組の結果、事務効率や住民サービスの

向上といった成果・効果が得られたかどうかという

点。また、取組への評価を行い、今後の課題がしっか

りと認識できているかという点。最後に、プレゼン

テーションがうまくできたか、発表に遊び心、余裕の

ようなものが感じられたかどうかの５点です。

それでは、初回開催「ＴＡＮ５リンピック2005」の

内容を紹介します。

初回は19グループの参加がございました。そのうち、

プレゼン発表は５チーム。保育所３カ所、農業委員会

事務局と消防署支所が発表を行いました。発表当日に、

会場ロビーにパネル展示した書面発表には14チームが

参加、おのおの人目を引くように工夫をしながら展示

を行いました。また、発表に際してはそれぞれ趣向を

凝らしたチーム名をつけています。

これは（資料13）、金メダルをとりました農業委員

会事務局の発表の様子です。合併によって広域化した

市域の中で、農地法による転用申請の案件説明にデジ

カメ写真やプレゼンソフトを活用することにより、審

査を効率的・効果的に行うという取組内容でした。

これは（資料14）、書面発表の様子です。プレゼン

発表の前後の時間、休憩時間等を利用して来場者が審

査をして投票を行います。

これは（資料15）、受賞チームの記念撮影です。表

彰状とともにオリンピックを模したメダルを胸にかけ

てもらっています。

次は、昨年実施の「ＴＡＮ５リンピック2006」です。

初回の取組の反省点が２点ありました。１点目は、

13
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プレゼン・書面部門を合わせた19のエントリーのう

ち、保育所、消防署など市役所以外の職場が13チー

ムであったのに対し、市役所内職場は６チーム、全

体の約３分の１と大変少なかったことです。２点目は、

発表会を平日の午後に行った関係で、発表を見られる

職員が限られ、取組が職員全体のものになりにくかっ

たということです。

そこで「ＴＡＮ５リンピック2006」では、募集の際

に市役所内の職場を回り、どんな小さなことでもいい

からと積極的な参加を要請いたしました。また、今回

はステージ発表方式をやめ、庁内ＬＡＮを利用して、

ほとんどの職員が見られる職員ポータルシステムの中

に発表ページをつくり、それを見た職員に投票しても

らって各賞を決定するという形にしました。具体的な

手法としては、パワーポイントのスライドを自動的に

変わっていく動画の形に編集し、それを見ていただく

ようにしたものです。さらに、市職員の取組を市民の

方々にも知っていただこうと市のホームページでもこ

の動画を配信し、ご覧になった感想等も寄せていただ

きました。

参加チームは９チームでした。昨年は取組にかかる

のが遅れ、募集が年明けになってしまった結果、多く

の参加は得ることができませんでしたが、市役所職場

は９チーム中７チームとなり、その点では何とか面目

を保つことができました。

職員投票の結果、消防署職場の改革改善の取組が最

優秀賞を受賞しました。少々長いので、ここではごく

簡単な事例ですが、市役所の窓口サービスアップの取

組を紹介します。京丹後市のホームページには９チー

ムすべての作品を掲載していますので、興味のある方

は、是非そちらをご覧ください。

京丹後市は市域が広いため、合併後も旧町役場を市

民局という名称で残し、各種窓口を設置し、市民に身

近なサービスを提供しています。これは（資料18～25）、

市役所本庁舎に併設の峰山市民局の取組の様子です。

峰山市民局は市の中心部にあり、日々多くの市民の

皆様がお越しになります。お客様を長時間待たせるこ

となく、的確に案内するにはどうしたらよいかとまず

案内表示板を作りました。これは、すべて職員の手作

りです。また、使われずにいた応接セットのソファを

利用し、座ってお待ちいただけるようにもしました。

日によっては窓口が大変込み合うので、職員が腕章を

つけて案内するようにしました。空きスペースを利用

したイベント情報などの掲示も始めています。その後、

窓口表示を大きく見やすくしてほしいという声をいた

だきまして、より大きく、色分けなどもしてわかりや
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すく改良を行いました。ちょっとした工夫・改善です

が、このような事例を紹介することで、他の職場の職

員が自分たちの職場で改善を進めていくうえでの参考

になるではないかと考えています。

「ＴＡＮ５リンピック」の取組の効果を紹介させて

いただきます。

１点目は、問題意識の顕在化です。公務員の体質と

してよく批判を受けますが、日々の仕事を行う上でや

やもすると前例踏襲主義に陥ってしまいがちです。こ

うした取組を行うことで、職員それぞれが改めて自分

の仕事を見直し、改革改善に気づくという効果があり

ます。

２点目は、職員のやる気の喚起です。人に褒めても

らうことは大変うれしいものです。発表し表彰される

機会をつくることで、改革改善に取り組んでいる事実

を人に知ってもらい、褒めてもらうことでより一層、

職員の改革改善に向けたやる気を喚起できたと考えて

います。

３点目は、職場の一体感の醸成です。京丹後市は合

併し、いろいろな町の職員が一緒になって働くことに

なりました。その中で、職員間のある種の戸惑いと

いったものも生じていました。職場で一緒になって改

革改善に取り組むことで職員に一体感が生まれ、職場

の人間関係の構築にも役に立っている部分があると思

います。

４点目は、改善情報の共有です。各職場の改革改善

の内容を発表を通じて職員全体に知らせることでよい

事例をまねる、あるいは改良して自分の職場に応用す

ることで全庁を挙げての改善改革の取組となり、住民

サービスの向上にもつながるという効果があります。

昨年度の取組はホームページでも公開したので、市

民の皆様からもご意見、感想がいくつか寄せられまし

た。「テーマが少ない、もっと積極的な参加を」「民間

企業のやっていることに比べて、内容がもの足りない」

などの厳しいご意見もいただきましたが、市職員に親

しみを感じてもらったり、「取組を継続していくよう

に」という励ましもいただいたりしました。

２年間の取組を通じての課題と今後の展開について

お話しします。

課題の一つは、計画的な改善の必要性です。発表会

のようにイベント的に行うと、その発表のために取り

組むという意識が強くなります。計画を立てて継続し

て取り組んでいる職場もありますが、どうしてもその

場限りのものになってしまうというきらいがありま

す。

２点目は、職員のモチベーションの継続です。発表
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までは一生懸命取り組んでも、そのやる気を維持し続

けていくことの難しさがあります。取組を一過性のも

のにせず、継続して取り組めるよう、職員のやる気喚

起の方策が必要と考えています。

３点目は、改革改善の全庁への広がりということで

す。効果の４点目に改善情報の共有を挙げました。い

かに情報が共有できても、それが実際に利用されなけ

れば意味がありません。いい取組を全庁へと広げてい

くことの必要性を感じています。

最後に、３年目になる「ＴＡＮ５リンピック2007」

をどのように展開していくかということですが、今年

の取組ではＴＡＮ５の「５（Grow）」、つまり成長・発

展ということをメインテーマに掲げています。課題に

挙げた改革改善の全庁への広がりを目標に、従来の賞

とは別に、全庁的に取り組むことを奨励する賞を設け

て、来年度にその取組を他の職場へ広げていくことを

考えています。エントリーを一昨日から始めました。

多くの職場からエントリーがあるのか、どのような展

開になるのかなど、大変不安でもあり楽しみもありま

す。

うちの師匠である尼崎市さんは、すでにセカンド

ステージ、新たな展開に入られたと伺っています。今

後も先進市町村の情報を参考にする中、この「ＴＡＮ５

リンピック」の取組自体も改革改善しながら進めてい

きたいと考えています。

京丹後市は、海あり山あり温泉あり、自然に恵まれ

たとてもいいところです。寒くなるとカニがおいしく

なります。どうか皆様、是非京丹後市へお越しくださ

い。それではこれで事例発表を終わります。どうもあ

りがとうございました。
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和歌山県行政経営改革室の若林でございます。本日

は、和歌山県版市場化テストについてご説明させてい

ただきます。

まず、導入の背景。これは三つございます。

一つは、財政危機。これは「三位一体の改革」の影

響でございます。

和歌山県の場合、平成16年度で交付税が286億円減

りました。和歌山県の１年間の警察運営に必要な経費、

警察官の人件費、パトカーの燃料費、信号機の電気代

など一切含めて294億円です。これに相当する一般財

源の額がなくなってしまったということです。その後

も「三位一体の改革」は続いていますので非常に厳し

い状況にあります。

今年はプロ野球で、阪神タイガースが終盤、猛烈に

追い上げました。その原動力は何か。相手打線を抑え

るＪＦＫです。地方自治体の歳出にもＪＦＫがあるの

をご存知ですか。

Ｊは人件費、Ｆは生活保護など扶助費と呼ばれるも

1

3

2

4

事　例　発　表

若林　誠治
和歌山県総務部総務管理局

行政経営改革室副室長

和歌山県版市場化テスト
＜和歌山県＞
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の、Ｋは借金を返す公債費。これらは、義務的経費と

呼ばれるものです。このうち、ＦとＫは、さすがに削

ることはできません。しかし、Ｊ、聖域と呼ばれてい

た人件費は、人の削減、給料カットという形で削られ

てきています。それをカバーするためにも市場化テス

トといった形が必要ではないかと考えた次第です。

二つ目、住民サービスの質の向上。これも「三位一

体の改革」の影響を受けています。所得税から住民税

に税源移譲されたとき、住民税がものすごく高くなっ

ているじゃないかと非常にもめました。住民の方が自

治体に払っている税金の重大さにお気づきになり、自

治体のサービスに非常に厳しい目を向けるようになり

ました。そこで、住民サービスの質の向上が求められ

てきているということです。

三つ目は、団塊世代の大量退職です。和歌山県も例

外ではございません。世の中が公務員の人件費に厳し

い視線を注いでいる中、団塊世代の退職は、渡りに船

というと誤解があるかもしれませんが、そういう部分

があります。新規採用を抑えれば、自動的に人員が削

減される。しかし、単純に人員削減をするとなると、

職員１人あたりにかかる業務量が過重になる。これを

回避するためには、アウトソーシングを進めることが

必要であり、その一手法として市場化テストに取り組

んでいこうと考えた次第です。庁内の反応は、ここ

（資料３）に書いてあるとおりです。少しネガティブ

な意見でした。負けた結果どうなるのか、国だって

やっていないではないかといったものでした。

次に、市場化テストの公共サービス改革法における

位置付けについてご説明します。

公共サービス改革法第２条４項には、国民に対する

サービス云々ということで、国はイロハニホと、こう

いう業務をすると書いています。特定公共サービスは

簡単に言うと、法律で公務員がしなければならない

サービスです。こうした分野に特例を設けて、一種の

特区のような形で、これは民間に開放しますとなって

います。

自治体に関する規定は特定公共サービスの分しか書

いていません。ところが、内閣府の説明会とかを聞き

ますと、国の見解は、「法律の特例を講じる必要のな

い業務については、地方自治法に基づき、条例または

規則に手続を規定すること等によって、官民競争入札

を実施することができる」ということでありました。

私どもの市場化テストは、まさにこの部分を実施した

ことになります。

業務は庁舎管理、対象は県庁南別館です。危機管理

局などが入っていて、入居人員は約780名です。平成

5
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18年度中に取り組んだスケジュールですが、８月に市

場化テストモデル評価委員会というものをつくり、12

月22日に契約を締結し、委託を開始しました。市場化

テストに実際に取り組んだところ、初めてのことなの

でいろいろな問題がありました。

一つ目は、官民競争入札の実施ということでした。

市場化テストをするにあたり、ハローワーク、社会保

険庁の関係など国の例はどうなっているのか調べまし

た。すると、すべて民民競争入札だった。官が参加し

ていない。国モデル事業は、制度の本格導入前の試行

であって官民の本格的な参入のための法制度が整備さ

れていないという理由で、官はいわば不戦敗の形でし

た。国は大変だなと思いました。しかし、我々はでき

るのではないかという話になったのです。地方自治法

234条の３を見ますと、「申込みをした者を契約の相手

方にする」と書いてあります。官民競争入札で、庁舎

を管理する管財課が知事に入札を出すというのはあり

得るのかと非常に悩みました。内閣府、総務省にお聞

きすればよかったのですが、自分たちでかなり悩みま

した。

結果、地方自治法には総合評価一般競争入札の規定

があり、「価格その他の条件が当該普通地方公共団体

にとって最も有利なものをもって申し込みをしたもの

を落札者とすることができる」「あらかじめ、当該総

合評価一般競争入札に係る申込みのうち価格その他の

条件が当該普通地方公共団体にとって最も有利なもの

を決定するための基準を定めなければならない」とあ

ります。この総合評価一般競争入札の規定があります

ので、落札者決定基準というのを決めればいいのです。

落札者決定基準を、「官が示した条件より有利な条件

を出した者」という項目にすればいいのではないかと

いうことになったのです。今お話しすると、ばかみた

いですけど、一月ぐらいはものすごく悩んだ結果なの

です。これによって、県も入札するが、県を基準にし

てそれを上回らなければならないということで、実質、

官と民の競争を確保するという形をとりました。

二つ目に悩んだのが、官の入札価格の調整です。民

の価格には減価償却費や退職手当引当金といった経費

があります。ところが、我々は複式簿記ではありませ

ん。管財課の入札額に退職手当引当金の相当分６％を

乗せたり、標準事務費、人件費を加算しました。簡便

型で実施したわけですが、これが正しいかどうかは今

でもよくわかりませんが、簡便型でやったというのが

事実です。

三つ目に情報の遮断というのがあります。私ども行

政経営改革室と入札に参加する管財課は、同じ総務部
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総務管理局。情報をちゃんと遮断しなければならない

という規定に公共サービス改革法はなっているのです

が、その方法がわかりませんでした。これもいまだに

結果はわかりません。私どもが実施したのは、情報を

遮断できないなら徹底した情報公開をしようと。官の

知っていることは民も知っているというパターンでい

こうという考えで実施しました。

四つ目は技術的な課題。いろいろあります。

暴力団の排除という話。これは非常に難しい問題だ

と今でも思っています。

それから、コンソーシアム。総合的な力がない地元

企業が参入するために必要なことです。

それから、評価委員会での評価の仕方です。初めて

評価するとき、どうしたらいいのだろうと。そこで考

え出したのは、管財課の評価を真ん中に置くというこ

とです。管財課より優れていると思ったら４点、もの

すごく優れていると思ったら５点、劣ると思ったら２

点、ものすごく劣ると思ったら１点と評価してもらい

ました。

そして、技術点と価格点の配分。これは１対１にし

ました。技術点が500点、価格点500点。この割合をど

うするのかというのも悩んだ次第です。入札の結果、

Ａ社が落としました。Ｄ社のほうが加算点、いわゆる

技術点はすぐれています。ところが、価格点で逆転さ

れてしまい、総合評価の結果、Ａ社に落ちています。

これ（資料16）が入札の結果ですが、管財課は少し

工夫して予定価格より金額を下げていますが、それで

も１億8,600万円。民間事業者が落札した価格は１億

3,200万。予定価格と比較して5,600万、約30％、管財

課と比較しても30％ぐらい落ちています。

はしょった話で、わかりにくい点はお許しください。

現時点でいろいろ疑問は残っていますが、整理できて

いない、私の思い込みもあるのですが、その分だけ最

後にご説明します。

一つは、耐震偽装の問題の影響です。「民間ででき
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ることは民間に」と前々総理は言われたのですが、民

でできることでも官でしなければならないのではない

かという逆風、反動があります。

二つ目は、公務員側のインセンティブという問題で

す。市場化テストをするためのインセンティブは公務

員側にないのです。今のもののほうがよくて、わざわ

ざ競争するインセンティブがないということです。

三つ目は対象業務です。これは他都道府県の事例で

す。北海道、東京、大阪などで取り組まれています。

東京都は官民競争入札でやったのですが、それ以外は

民民競争入札です。公共サービス改革法ができたと

いっても、うちの県の例を含めても、まだこれぐらい

しか例はありません。対象業務を選ぶことが非常に難

しいということ、要するに、現在公務員が行っている

部署に競争させるということの難しさを示していま

す。

それから、従来の民間委託との相違がよくわからな

いということです。これは、官民で競争するという部

分を除けば、つまり民民競争入札であるなら、従来の

民間委託との違いを説明することはものすごく難しい

ということです。ただ、相違を明確化する必要がある

のかどうかはわかりませんが…。

それから民間の受け手の話です。サービス産業は、

過疎地域に進出するのかという話です。現実には、民

間が進出しないところを官が持っているので、市場化

テストの対象によってはこういう悩みが出てくるので

はないかという気がします。

最後に、公共サービスの質の概念。庁舎管理を民間

業者にお願いしました。一番多いのは、トイレが汚れ

ているという苦情です。仕様書に日に３回トイレを清

掃してくださいと書いています。ところが、どうして

も汚れてしまう、汚すほうも汚すほうですが…。文句

言われてもなあと思ったのですが、ＰＦＩのときによ

く使われる概念ですが、性能発注というものがありま

す。日に３回掃除しなさいという仕様ではなく、トイ

レは常に清潔に保つことという仕様です。これから市

場化テストを実施していく上で、性能発注を勉強しな

いといけないと思っています。

市場化テストは昨年から始まったばかりです。自治

体の常で、どこかの自治体がやれば、そのあとをほか

の自治体が追いかけていくと思います。皆さんも一度、

市場化テストにトライしてみようとお考えいただけれ

ばありがたいと思います。ご清聴ありがとうございま

した。
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高田　皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました

高田でございます。しばらくの時間、「新しい公共空

間を形成する戦略本部となるために、いま自治体に求

められているものは何か」、このテーマでパネルディ

スカッションを進行してまいりたいと思います。

シンポジウム全体のテーマは、「地方行革をともに

考える」ということになっています。行政改革は、す

でにご存知のとおり、古くて新しい課題です。ただ、

時代により、行革という言葉が持つ意味合いは大分変

わってきているのではないかと思います。何をイメー

ジするかで年齢がわかるとまでは申し上げませんが、

二、三十年前に行革と言いますと、基本的には「削る」

とか「減らす」という方向にベクトルが向いていたの

ではなかったかと思います。それが1990年代になり、

ＮＰＭ（New Public Management）が行革の一つの大

きな柱になり、説明責任、透明性、参加、参画といっ
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新しい公共空間を形成する戦略本部となるために、
いま自治体に求められているものは何か

コーディネーター

辻　　琢也
一橋大学大学院法学研究科教授

音田　昌子
大阪府立文化情報センター所長

岡井　康徳
奈良県北葛城郡河合町長

門山　泰明
総務省大臣官房審議官

パネリスト

パ ネ ル デ ィ ス カ ッ シ ョ ン



─ 105 ─

たような言葉が、行革の中でも大きなウェートを占め

るようになってきました。

では、今日的な見方から考えた行革とはどういうも

のか。それが、今日のシンポジウムの一つの大きな

テーマだろうと思います。その一つの考え方のヒント、

柱になるのが、このパネルディスカッションのタイト

ル「新しい公共空間の形成」、その中で自治体、住民、

あるいは企業といったものが、どのような役割を果た

すのかということが、今日的な視点から見た行革なの

ではないかと。ここに考え方の基本を置きながら、こ

のパネルディスカッションを進めていきたいと思って

います。

それでは、はじめに、現在の地方行革が全国的にど

のような状況になっているのか、総務省の門山審議官

からお話をいただきたいと思います。

門山　総務省の門山でございます。総務省としての

取組、全国の状況について簡単にご報告いたします。

総務省では、地方行革を進めていただきたいという

ことで、各団体に集中改革プランをおつくりいただき

たいとお願いをしました。現在、ほぼすべての団体で

おつくりいただいているという状況です。奈良県庁も

奈良県内の市町村も、すべておつくりいただいていま

す。その計画をいかに着実に進めていくかというのが

今の段階です。

行革というのは、やはり大変なことです。なおかつ、

やらなければならない。また、きっちりやっているこ

とは、きちっとＰＲしなければならない。その両方が

必要であると思います。例えば、定員の削減という話。

非常に重いテーマではあるのですが、全国の県、市町

村でどういう計画を立てているかというと、平成22年

の４月までに全体として6.2％の定員削減をしますと

いう計画を立てていただいております。約18万人の削

減が6.2％という数字であります。これがスタートし

た17年から19年４月までを見ますと、全国で約３％、

８万人以上の定員削減が行われており、着実に取組が

進んでいると思っています。

具体的にどういうことをやっているのかということ

ですが、いろいろな努力をしていただいております。

先ほど京丹後市の藤村さん、和歌山県の若林さんから

熱烈な発表をいただきました。まさにそういった具体

事例が積み重ねられている段階です。

究極の行革は市町村合併とよく言われます。これに

ついて一言だけ申し上げますと、全国で平成11年

3,232あった市町村が、19年11月現在1,800（1,795まで

告示済み）です。すでに４割近く減っていることもご

紹介いたしまして、最初の発言とさせていただきます。

高田　ありがとうございました。目標を定めて、現

在まで着実に進んでいるというお話をいただきまし

た。次は、地方公共団体の状況、実際に行革をどのよ

うに進めているのか、地元奈良県の市町村を代表して

河合町の岡井町長からお聞かせいただきたいと思いま

す。

岡井　河合町の状況はということですが、今、町村

を取り巻く環境は非常に厳しいところがあります。私

どもは平成16年に広域７町で合併をしようではないか

と合併協議を進めました。私は推進派として取組にか

かわりました。その時点から現在に至るまで、町の財

政健全化計画を作って取り組んでいます。平成16年に

説明会で住民の方々を回らせていただきましたが、私

はそれがよかったのかなと思っています。いろいろな

ご批判、いろいろな課題をいただきました。しかし、

町として町の状況について、正しく、しっかりと、

きっちり住民の方に知ってもらおうとやった取組が、

今日に至っているのかなと感じています。

まず、17年度から思い切って予算を33.3％削りまし

た。その当時、柿本知事にお話ししましたら、「そん

なん、もっと宣伝せえよ」と。３年間取り組んで年間

５億強、いろいろと削りに削りました。しかし、それ

以上に減っているものがございます。今日お見えの方

は大体ご存じだろうかなと。

あとは、人を減らすしかないのか。10年間で41名減

っております。この財政健全化を始めてからは二十数

名減っています。最終的には、あと三十数名減っても

いけるのかなと。そのためには民間活力の導入を考え

ていく必要があるのかと思っているところです。

高田　ありがとうございます。岡井町長から、非常

に厳しい状況の中、大変な取組を進めてきて、これか

らもまた引き続いてやっていく、いかなくてはという

決意表明も含めてお話しいただきました。

続きまして、音田さんからご意見を伺います。音田

さんは、現在、大阪府のセンターにいらっしゃいます。

もともと新聞社にいらっしゃったので、ジャーナリス

トとしての目でもご覧いただけるかなと考えていま

す。また、奈良県内にお住まいですので、住民として

の見方からもお話をお聞きしたいと思いますし、いろ

いろな審議会等に参画され、行政にかかわりを持って

いる立場でもあるわけです。そういったいろいろな観

点から地方の行政改革の必要性をどのように見ておら

れるかについてまずお話をお聞きしたいと思います。

音田　ご紹介いただきましたように、今は大阪府の

仕事をしているのですが、私自身はずっと奈良に住ん

で40年近くになります。副知事のごあいさつにありま
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したように、奈良県は本当に県外就労者が多いのです

が、私もその３割の中の１人、全日制市民に対して、

定時制市民というような言い方をしているのですが、

地域に帰るのは夜、週末だけという生活をずっと送っ

てきたのです。ここ十数年前から、県や市の審議会の

仕事を少し手伝わせていただく中で、行政のことも感

心を持って見るようになりました。行革に関しては、

今働いている大阪府の施設がまさにやり玉に挙がって

いるところなのです。私のいる施設は、幸か不幸か、

直営という形でやっています。二十数年前に開設した

ときの管理運営費からみても半分以下の事業費でやっ

ていますし、以前は正規職員が十数名の職員の半分ぐ

らいいましたが、今はたった２人、あとは全部非常勤

嘱託という厳しい中で仕事をしています。私も民間企

業からそういう世界へ入って、お役所の体質、役人気

質にいろいろ感じるところもあります。この後いろい

ろ発表していきたいと思います。

奈良県の行政改革については、いろいろな説明を審

議会等で聞きましたし、資料等でも見ています。よく

これだけいろいろな形でやっているなというほど取り

組んでいらっしゃる。辻先生が、行政改革が今なぜ必

要かを一般の方にも大変わかりやすくお話ししてくだ

さって、私自身とても勉強になりました。また、初め

て気がついたこともあります。一般市民の多くは、現

在の行政改革について、「長年行政が怠慢にやってき

た結果、財政赤字になってしまったことによるしわ寄

せが、今、私たち市民の側に来ている。（もしかした

らそれはわがままなサービスの要求になっているかも

しれませんが、）これまで受けられていたサービスが

受けられなくなってしまった。で、納めている税金は

高くなっている。これはおかしいのではないか。」と

いう印象を持っているのではないでしょうか。

実践的な現場での取組のお話を聞かせていただいた

のですが、もっと一般市民との対話を通じて、市民に

十分わかっていただく中で進めていくということが、

私は重要なのではないかと思います。

奈良県の行財政改革のキーワードは、「しっかり」

「くっきり」「はっきり」です。しっかりやっていくこ

と、はっきり目標をつくるということ、くっきりと展

望をつくるという、すごくわかりやすくていいと思っ

たのですが、しっかり、はっきりより、くっきり展望

を示していただくことが、住民にとっては一番ありが

たい。その辺を一番のポイントにおいて進めていただ

ければと思います。

高田　ありがとうございます。

４番目は辻先生になるのですが、基調講演ではかな

り刺激的な指摘も含めてお話をいただきました。お三

方の話をお聞きになられてどういったことを感じられ

たのか、また、先ほど基調講演の中で、時間の関係で

ちょっと話し足りなかったこともあろうかと思います

ので、最初にそのあたりからお話しいただければと思

います。

辻　京丹後市と和歌山県の事例発表、お三方の現状

報告も踏まえて、私なりに行革の現状を考えますと、

長く続いている行革の時代は、試行錯誤しながらも今

日まで、比較的いい方向に進んできたのではないかと

思っています。同時に、これからの10年が勝負です。

これは、団塊の世代とそれに続く世代の職員が退職し、

市役所や役場だと３分の１から半分ぐらい職員が入れ

替わったりします。合併した団体は、合併経過措置が

まだ10年間は残ります。ここでどれだけパワーアップ

できるかというところが、今までの努力を生かすため

にも非常に重要だと思っています。

この観点から、行革全般を性質別に見ると、人件費、

扶助費、普通建設事業費と三つの問題があると思うの

です。

人件費は、数の問題にしても審議官からお話があり

ました。給与も２年前に大改革をし、経過措置はあり

ますが、最低限の改革は進みつつあるし、団塊の世代

対策を失敗しなければ、比較的うまくいくのではない

か。あとは、人事評価をどれだけできるかということ

が課題だと思います。

道半ばなのが、普通建設事業費。ともかく金がない

のでやめています。そういう意味では、人件費以上に

やめています。しかし、中には必要以上にやめている

ものがあるかもしれません。今後、財政状況が回復す

る中で、もしかするとまた無駄なものを作り出すかも

しれない。こういう中で、適切に普通建設事業を少子

高齢社会で続けていけるかどうかが課題です。

一番未着手なのは、今後増えるであろう扶助費の問

題だと思います。この扶助費に対してどういう対策を

するかというのが、今後残される大きな課題ではない

かと思っています。

高田　ありがとうございました。

４人のパネリストから、現状、あるいは行革全般に

ついて持っている感想などを一通りお聞きしました。

もう少し具体的に、新しい公共空間の形成、特に自治

体は戦略本部になれというようなことでありますの

で、イメージをつかみやすい話に進めていきたいと思

います。私の個人的な感想かもしれませんが、今回の

テーマ「新しい公共空間の形成」について言いますと、

大きく分けて二つの見方、ポイントがあるかなと思っ
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ております。

一つは、先ほどの辻先生の基調講演にありましたが、

自治体の内部のあり方をどう考えるのかということ、

もう一つは、行政と新しい公共空間を支える住民、Ｎ

ＰＯ、企業などほかのアクターとのかかわり方をどう

考えるかということ。その二つの見方が考えられるの

ではないかと思います。

もちろん、これは全く別物ではなく、ある意味では、

一つのものの表裏という関係かと思いますが、今日的

な行革を具体的に考えていく上では、一応の区分がで

きるのではないかと思います。

これからは、この二つの柱で話を進めていこうと思

います。

はじめに、自治体内部のあり方をどのように考えて

いくかについて４人のパネリストからお考えをお聞き

したいと思います。まず、門山審議官にお尋ねします。

自治体は新しい公共空間を形成する戦略本部になると

いう考え方ですが、２年前、総務省に設置された研究

会の報告書で打ち出されたコンセプトかと思います。

新しい公共空間形成という議論の中で、組織、マネジ

メントのあり方、人事管理というものをどう考えるの

かといった行政内部のありようは、非常に大きな議論

のテーマだったと思うのです。門山審議官のお立場か

らご覧になって、行政内部の変革に求められることは

何だとお考えになるか、お願いしたいと思います。

門山　今、お話がありましたように、辻先生にもご

参画いただいた研究会を設けまして、行政の刷新をど

うやっていくのか議論しました。新しい公共空間とい

う考え方も、その研究会で出していただいたのですが、

そこで議論されたのはトップマネジメントの重要性、

それから組織をどう持っていくか、さらに人事管理。

これらのものをどう考えていくかということが重要だ

と、こういうことでした。事例発表を聞いていて、こ

れも重要だなと思ったことが２点あります。

京丹後市の藤村さんがおっしゃっていました、どう

やって行政改革を職員の皆さんの運動に持っていく

か、この観点は非常に大事なのではないかなと。特に、

遊び心というのを持ってやった点が印象的です。名前

を考えるのも大変だったと思いますし、名前を「ＴＡ

Ｎ５リンピック」としたことも、一つの大きなポイン

トだったのかもしれません。行革という難しい話も、

楽しい行革にできれば進むのかなというのが一つで

す。

和歌山県の若林さんがおっしゃいましたが、自前で

知恵を出していくのが大事なのかなと。入札のやり方

がわからないとなれば、昔は県庁に聞く、あるいは総

務省に聞く。それを自ら悩んで、自分たちで解決され

た。こういった自前の知恵をどうやって出していくか、

この辺がポイントだと特に感じました。

さらに一言だけ加えますと、こういうことをやって

いくトップの姿勢、リーダーシップ、それをまた職員

の皆さんとどう共有していくかという点ではないかと

考えています。

高田　ありがとうございます。

門山審議官の話の最後にトップの姿勢がありまし

た。まさに自治体のトップ、岡井町長にお尋ねしたい

のですが、特に行政内部のあり方をどうしていくかと

いうのは、まず、自治体トップのリーダーシップ、

トップマネジメントのあり方でかなり決まってくる部

分があると思うのです。もう一つは、職員の皆さんが

それをどのように受けとめ、理解し、強い意識として

持ち続けていけるかというようなところが、大きな

キーポイントになるのではないかと思います。行政改

革とは意識改革であると言われることもよくあるわけ

で、意識がしっかりしていないとそもそも成り立たな

いと思うのです。岡井町長が行政改革を進めていく上

で、どういったことを心がけておられるのか、また、

それを職員の皆さんに理解してもらい、行革に向けた

強い意識を持ち続けてもらうために、心がけておられ

ることなどをお聞かせいただければと思います。

岡井　非常に厳しく受けとめて答えたいと思いま

す。

財政事情は今後ますます厳しくなることから、15年

前当時、バブル前の時期の財政規模で行政を進めるべ

きだろうと考えました。基金についても一切、手を付

けない、基金はないものとして予算編成するように言

いました。しかし、職員とのギャップを感じたことが

あります。町職員は、河合村から河合町になった時点

から働いている人が多くいます。どこかに「なあなあ」

を引きずった職員も結構いることに、自分自身ショッ

クを感じたことがありました。
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私は職員と話をするとき、「町長が何を言うとるか

を自分の耳でしっかり受けて、それを取り入れて仕事

にあたってくれ」ということをずっと言ってきました。

が、その辺は難しいところです。

１回だけ、職員の給料を１年間カットいたしました。

町の財政はそれだけ厳しいんだぞという思いを持って

ほしかったからです。意識改革をしたいという思いで

取り組んだのも事実です。それ以降、自分たちがこの

町にどう参画するか、行政としてどう取り組んでいく

のかということの意見を集め、アンケートもやりまし

た。今、自分たちのしている仕事は、町に対してプラ

スになっているのか、マイナスなのか、自分の評価を

出しなさいと、いろいろ取り組んできました。まだま

だ道半ば、これからだと感じています。

高田　今日は町役場の職員の方もお越しいただいて

いるかもしれません。岡井町長から、道半ばという厳

しいお言葉もございました。町長の考えを受けとめて、

一丸となって取り組んでいってもらいたいという思い

を語っていただいたのかなと思います。

そこで、辻先生にお尋ねをします。総務省の研究会

には、辻先生もメンバーとしてご参画いただいたわけ

ですが、新しい公共空間、特にその戦略本部として自

治体が役割を果たしていこうとすると、まず足元をき

ちっと固めておくことが非常に重要だろうと思いま

す。辻先生は、行政の内なる変革の必要性はもちろん、

そのあり方、向かうべき方向、そのあたりはどのよう

にご覧になっていますか。

辻　私なりの言葉で仮にまとめると、行政内部の変

革を容易にしていくポイントの多くは、官民協働のポ

イントとだぶるのではないかと思っています。

ポイントは三つです。第１は、「ビジョンの共有」

です。行政の中では、トップダウンかボトムアップか

ということがいつも問われます。民間活用の時代にな

ると、官主導か民主導か、官が民にやりたくない仕事

だけを押しつけているのではないかとか、こういうこ

ともいつも言われます。しかし、これらはトップとボ

トム、官と民がビジョンを共有しているとあまり問題

にならないのです。ベースとなっている考え方が違う

から、問題になると思うのです。官民協働の時代だか

らこそ、市役所の中、役場の中、県庁の中で機動的な

変革を求める時代だからこそ、ベースはビジョンの共

有。これが、すべてがうまくいく一番ではないかと

思っています。

二つ目は、岡井町長がご指摘のように、「厳しさ」

が必要かもしれません。なあなあだけでは難しいし、

場合によっては町民、市民、職員自身に対して何より

も厳しく、けじめをつけるところはけじめをつけるこ

とが必要だと思います。

三つ目は、「楽しさ」です。私が行革の時代に仕事

をやっていて、この時代だからこそ一番欲しいのは、

おもしろさ、楽しさであると思っています。僕も住民

の皆さんといろいろ会議をやったときに、厳しい話ば

かりになることが多い。笑いのひとつぐらいは提供し

ないと、だめなのではないかと。厳しい内容の報告ば

かりが続いて、公募委員だからと安い報酬でお付き合

いいただくというのは、本当に忍びないです。住民協

働を進めていくために一番重要なのは、やっていて楽

しいということ。仕事をしていても、やっぱりベース

は同じだと思うのです。

給与を減らすとか人を減らすとか、厳しい話ばかり

している。逆にいえば、こういう状況だからこそ楽し

さを見出して仕事をしていくことが一番重要かと思っ

ています。

高田　ありがとうございました。

それでは、音田さんから今のテーマで一言お考えを

お聞きしたいのですが。概して行政内部の体質につい

ては、「お役所仕事」という言葉自体が非常にネガ

ティブな意味合いで使われるわけですし、縦割りで

あることから来るたらい回しだとか、いろいろなこと

が言われるわけです。行政の中のありようについて、

こんなところが気になる、あるいはいっそこんなふう

にしてみたらどうだろうというところがおありでした

ら、端的におっしゃっていただいて結構です。

音田　端的に言えないです。いっぱいありますから。

私自身、民間から現在の職場に来て、本当にびっく

りすることがいっぱいありました。大阪府立文化情報

センターは、昭和56年に中之島でオープンしたのです

が、まず、ハコものありきという考え方ではなく、お

金がないなら、とりあえず民間ビルのフロアを借りて、

文化情報の発信という機能を持ったスペースをとろう

という考え方で、お役所らしくないソフトな運営が、
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文化行政のパイオニア的存在として全国から注目され

ていました。しかし、その後、大阪府の財政状況が厳

しくなり、平成12年に、現在の場所、上町台地にある

府の建物に移転しました。それからはもう、ひどい状

況になってしまいまして。

私が、センターの所長になる話が決まってしばらく

してから、新聞の第一面に、大阪府の行革プランとし

て、廃止や見直しが予定されている施設の名前がずら

りと出ていた中にうちの施設の名前も入っていて、

びっくりしました。それはちょっとないのではないか

と思いながら、就任したのですが、その時に感じたの

は、閉塞感というのですか、何しろ、人件費は削られ

るわ、事業費はカットされるわという状態で、中で働

いている人たちがやる気をなくしているという印象を

受けました。

それまで財団の所属だったのが府の直営になり、正

規の職員は一人だけ。後は全員、非常勤嘱託のスタッ

フです。財団時代からいた女性たちと、男性は、府の

OBや府立高校の校長先生のOBなどで、文化や生涯学

習の専門家は一人もいませんでした。

事業費がないのなら、民間のNPOなどと協働で、何

か面白い事業ができないかと、いろんな提案をしたの

ですが、「そういう形の事業は前例がない」とか「今

の決まりではできない」といわれ、なかなか話が前に

進まないんですね。でも、粘りに粘って、何とか実現

にこぎつけましたけど。

もう一つ、私がやろうと思ったことがあります。中

之島時代は、センターのフロア内に、来館者が憩える

スペースがありました。講座が終わったあと、そこで

くつろいで、コーヒーを飲んだり、夜になればお酒も

出た。夜９時までという開館時間も、当時の公立の施

設としては異例のことでした。現在の施設には、そん

なスペース的な余裕はありませんでした。でも、情報

化がいくら進んでも、基本は人、人と人の出会いで

あって、人が出会うところに情報が集まる、情報が集

まるところに人が集まるというのが、うちのセンター

の基本コンセプトだという思いがありました。だから、

物理的にスペースがとれないなら、月に１回でいいか

ら、そういう場をつくろうと、文化情報センターの名

前を略して、「文情サロン」という名称で、文化・生

涯学習に関わる人たちの情報交換と交流の場を提供し

ようと考えたのです。

午後６時からの会合なので、仕事の帰りに来てもら

うことになるわけで、もし、私なら、コーヒーを出さ

れるより、ビールの方がいいなという思いから、缶

ビールとサンドイッチ程度の軽食を出したらどうか、

予算がないなら、みんなからワンコイン(500円)でも

いいから参加費をとればいい、と提案したのですが、

貸館の規定で飲食禁止になっているのでダメだとい

う、すったもんだのあげく、結局、部長がＯＫしてく

れたのですが、そのとき、感じたことは、お役所とい

うのは、例外をつくることをひどくいやがるんだなあ

ということでした。

例外は認められない。でも、センターは、文化・生

涯学習事業をやるところだから、ワインセミナーをす

ることもあるだろう。食文化の講座で試食が必要な場

合も出てくるかもしれない。だから、規定を一部見直

すことは仕方ないという考え方ですね。

公務員の方は一般に安定志向が強く、民間企業では

崩れてきている年功序列の仕組みが守られている世界

かなと。大過なく、自分のいる間は過ごしたいという

感じで、あまり変わったこと、前例のないことはした

がらない。すぐに、「府民からクレームが来たら困る」

と言うのです。公平に扱わないといけないということ

で、どんなことでもまず防衛してしまう。やることに

意義があるのだったら堂々とやり、もしクレームが来

ればきちんと説明をしたらいいと思うのですが、とに

かく、どんな形でもクレームが来るのは嫌となってし

まう。そのあたりがすごく問題だと感じました。

組織全体としては、縦割りのマイナスを感じます。

たとえば、最近は、文化関係のイベントをいろんな部

署でやることが多いですが、その情報が、直前に広報

されるまでわからない。同じ講師を、別のところでも

呼んでいたりして、民間から考えたら信じられないこ

とが起こっている。部署が違うと、全く情報が入らな

いという感じで。

先日、奈良市の指定管理制施設の評価、審査を頼ま

れたのですが、ある施設で、「夜間にも開館をしたら」

と提案したら、「やりたいのだが、やっても、周辺の

商店街がみんな閉まっていて、来た人が帰りにお茶を

飲むところもない」と言うんです。文化施設であって

も、商店街の活性化と一緒になって、まち全体として

考えないといけない。そういう場合に、今の縦割りの

仕組みは大きな弊害になるのかなと思います。新しい

公共ではないですけれども、新しい協働の形を取り入

れていけば、もっとすばらしくなるのではないでしょ

うか。

一人一人の職員は、皆さんとても優秀で正義感も

あってすばらしい方なのですが、長年積み重なってき

た意識がしみついてしまっているような気がいたしま

す。

高田　ありがとうございます。
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辻先生のお話の中で、官民ということが出ていまし

た。私のほうで整理をさせていただきましたように、

新しい公共空間のもう一つの側面というのでしょう

か、行政とそれ以外のさまざまなアクターがどのよう

に相互にかかわっていくのかが、重要なテーマだろう

と思います。

パネリストには行政の立場の方、行政の外におられ

る立場の方とがいらっしゃいます。まず行政の側から

見て、住民の方との関係では最前線にある市町村とい

う立場から、岡井町長、このテーマでのお考えをお聞

きしたいのですが。

例えば、住民の皆さん、ＮＰＯ、企業、そういった

さまざまな方々、さまざまな立場の方々が、新しい公

共空間の中の重要なメンバーとして動いていただくこ

とが大事だろうと思うのですが、そのためには行政の

体制はどうあるべきか、どのような心構えで臨むべき

かといったところがまずあるだろうと思います。

もう一つ、この話は相手があってのことになるので、

行政の立場で住民の皆さんに対しては、どういったこ

とを期待されるか、そういった点についてもお話をお

願いします。

岡井　辻先生から、夢のあるビジョンを持ちなさい

というご指摘がございました。私どもの町は十数年前

から、都市機能を有する田舎づくりを目指して取り組

んでまいりました。『ALWAYS－三丁目の夕日』が話

題ですね。映画の舞台の昭和30年代が、私がイメージ

している田舎づくりととらえていただいたらいいので

はなかろうかと思っています。

企業という話がありましたが、河合町には企業、ほ

とんどございません。そして、ＮＰＯ、ほとんど聞き

ません。ですから、今、力を入れてやっていただいて

いるのが消防であり、自治会活動です。自治会におい

ては、自主防災、自主防犯、いろいろな形で自らが動

いていただける、そういう形が整いつつございます。

こうした動きがこれからの公共空間、新しい公共空間

に入るのかなという認識を持っています。

この空間を行政とどう連携させていくのか。私は常

に自治会の方々に、「皆さんが主役ですから、先頭で

やってください、行政はサポートさせていただきます」

という話をしています。サポートの方法として、いろ

いろな協議会におけるコーディネーター役が必要に

なってくるので、そういった人材を育てていかなけれ

ばいけないと感じています。

住民の方々には、「意見は大いに言っていただきた

い」と言っている。しかし、意見を言う前提として、

「自分たちはそれに対してこうあるべきだというもの

を持っていただきたい」というお話もしています。言

うだけでは、やっぱり前向きにはならない。アイデア

を実行していこうとすれば、言うこと、することが一

致しないとできない。それは行政にも住民にもあては

まるだろうと私は考えています。

とはいえ、人口の少ない河合町でも、住民の方と直

接接するのはなかなか難しい。しかし、いろいろな意

見、建設的な意見を取り入れて一緒にやっていかない

と、行政だけでは今後、やっていけません、私はそう

思っています。住民が主役、主体になり、行政を動か

していくスタイルづくりを目指していく必要があると

感じています。そのために住民の方にも、職員にも、

厳しく接していきたいと考えています。

高田　ありがとうございます。

今、岡井町長から住民の皆さんにも職員にも向けた

視点でお話がありました。音田さん、行政の立場にあ

る町長の話を聞いて、どうお感じになられましたか。

それから、住民の側として、住民がどう変わっていっ

たらいいか、お考えもおありだと思いますので、是非

お願いいたします。

音田　「市民」という言葉はよく私も使っているの

ですが、日本の場合、本当の意味での市民意識がまだ

まだ育っていないのではないかと思います。実際に審

議会とか、公募委員とかで応募して、自分から積極的

に参加していく人の数は住民の0.1～0.2％ぐらいとい

います。間接的な参加でいえば地方選挙の投票率は非

常に低いですね。まず根底に市民意識がなくてはいけ

ないと思います。町村合併など自分たちに直接利害が

及ぶ問題になると、自分の感情をぶつける、反対は言

える。では、どうすればいいのかとなると市民自身に

そういう知識もないし、勉強もできていない。その辺

のレベルのギャップが大きいと思うのです。そこで行

政が間に立って、コーディネーターとしての役割を果

たしていくということが大事かと思います。

私は、奈良県の男女共同参画審議会にずっと関わっ
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ていますが、奈良県にはこの審議会とは別に、奈良県

男女共同参画県民会議というのがあります。県の男女

共同参画施策を進めていくためには、行政だけでなく、

職場や地域、家庭など、あらゆる場での自主的な取組

が必要ということで、県内で活躍するNPOや労働組合、

事業者団体など各種団体の代表のほか、公募で参加し

た個人委員も含めて五十数名が、年に数回集まり、そ

れぞれが自主的に取り組んでいる活動の報告や、日ご

ろ思うことなどを、行政も交えて意見交換しています。

男女共同参画課が事務局を務め、上手に音頭とりしな

がら、フォーラムを開催したり、県民の意識調査を実

施するなどの活動を行っています。

県民会議のメンバーが編集担当者になって、情報誌

も発行しています。こうした活動を通じて、一般の県

民も、どんどん経験を積んでいきます。フォーラムな

どを開くときは、当日の司会から運営のすべてを県民

の方がやる。子育て真っ最中のお母さんもいます。そ

ういう方がちょっとずつでも成長していくというのは

素晴らしいことだと思います。

最近は、指定管理者制など新しい形の官民協働も広

がっていますが、行政が戦略本部的な役割を果たすと

いうと、何か上に立って指示を出し、まとめていくと

いう感じです。でも、やはり、行政と市民が対等に

やっていくことが大事だと思います。

形の上で上手に引っ張っていってくれるのはいいの

ですが、あくまで対等な立場で、民間の活動が自主的

な形でやっていけるように支援してあげる。それこそ

子どもの成長を見守る母親のように、自立できるよう

に見守ってあげるという姿勢で。そのためには、でき

るだけ情報を公開し、専門的な知識がない人でも、だ

れでもが参加できるような形にしていくことがすごく

大事だと思います。

もう一つ。住民の側としては、自分が行政のために

どういうことができるのか、それによってどういうメ

リットがあるのかを自覚して、参画する以上は責任も

持たないといけないということです。協働をやってい

ても、いざとなれば行政が責任を取ってくれるという

意識は強いと思うのですが、やる以上は、責任を持つ

という意識を市民自身も持たないといけない。責任と

いうのは、精神的な意味の自覚だけではありません。

何かあったとき、例えば、金銭的な負担などいろいろ

なことが出てくると思うのです。行政は、ただ民間と

一緒にやっていくというのではなく、協働を行政の中

できちんと位置付けする必要があります。もっとお互

いに話をしてやっていかないといけないのではないか

と思います。

今日は新しい公共について、私もすごく勉強させて

いただきました。新しい協働のあり方として、これま

で、例えば、夫婦げんかの問題は私的領域の問題、家

庭の中の問題とされていましたが、今はDVという新

しい社会的問題が出てきています。子どもの虐待、若

い人のひきこもり、ニート、不登校の子どもの問題な

どもそう。こうした新しい課題に対して、官が今まで

のやり方で関わっていては、とても背負いきれない状

況がきています。といって、民間のボランティアだけ

では、なかなか解決できない問題もあります。こう

いった新しい課題にも協働が求められていると思いま

す。新しい協働のあり方、新しい公共のあり方をもっ

とお互いに勉強して、いい形で進めていくことが、こ

れからは大事なことであると思います。

高田　ありがとうございます。

それでは、辻先生。新しい公共空間という概念の生

みの親の１人であるわけですが、戦略本部という言葉

に与えられた心みたいなこともちょっと触れていただ

けるといいのですが。新しい公共空間をつくるとは、

まさに新しい自治の姿をどうつくっていくかというこ

とだと思うのです。官民でビジョンの共有という話が

ありました。官と民がインタラクティブというので

しょうか、相互に影響し合う関係ではないかと思うの

ですが、新しい公共空間の中での望ましい自治体の姿、

自治体像、あるいは公共空間の中での住民像、そのあ

たりのお考えをお願いしたいと思います。

辻　抽象的に新しい公共空間を提示するのは容易で

すが。岡井町長の話を聞いても、音田さんの話を聞い

ても、その内容を充実したものにしていくことは、大

変難しいと思います。同時に、日々、不断の努力をし

ていき、その過程の中で結果的に生まれてくるのが理

想的な官と民の姿ではないかと思います。

私は、官が主役か民が主役かと、ビジョンの共有で

言いましたが、重要なことは、やはりお互いが熱心な

ことです。お互いによくやってくれていると思うこと

です。

行政の内輪だけだと、熱心なだけで十分だったので

すが、ほとんどボランティアに近い形で協力してくれ

ている人もいるとなると、今まで以上に熱心で仕事が

できるという本筋のところが改めて強く求められてい

るのかと思います。

高田　ありがとうございます。

いろいろなお話をパネリストからいただいたのです

が、最後に門山審議官から、お話をお聞きいただいて

感じたこと、簡単にお聞かせいただければと思うので

すが。
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門山　意見というよりキーワードですけど、「ビジョ

ンを共有する」、それから、音田さんがおっしゃった

「対話が大事」、そして岡井町長がおっしゃった「お互

いに責任を持つ」。これらがあれば官民協働は動くと

思います。

高田　ありがとうございました。

それでは、ここで会場の皆さんの中でパネリストに

こんなことを聞いてみたいというご質問がありました

ら手を挙げてください。質問は限られた方になってし

まうかもしれませんがいかがでしょうか。

質問者　奈良県に住んでおります団塊世代の一期生

といいましょうか、民間の多国籍企業に勤めていまし

て、東京からものを見てきました。門山審議官にビ

ジョンをお聞かせ願いたいのです。地方では今、地域

の崩壊が叫ばれています。一方東京は、毎日がお祭り

のようです。地域間競争をひしひしと感じています。

地域間格差を総務省としてどう考えているのでしょう

か。民間で言えば、リストラクチャリング＝再構築は

20年前からやっています。

私は道州制を進めているほうです。道州制を進める

ことは、県民にとっていいのですか、悪いのですか、

そのあたりを、個人的な見解でもよろしいですから、

教えてください。

高田　道州制についてお聞きしたらよろしいです

か。では。

門山　政府においても、道州制については、道州制

ビジョン懇談会というものをつくりまして、３年以内

にビジョンをつくろうと動いています。道州制はあら

ゆる問題にかかわってくるので、国民的議論が大事、

議論を加速しましょうと言っている段階です。

道州制は何に効くのかという話であります。ご質問

は、東京一極集中ということの対策になるのか、ある

いは地域を元気にする対策になるのかだと思います。

そのどちらの役にも立たないのであれば、やっても意

味がないのだろうというところだと思います。まさに

いま議論中だと思いますので、どんどんご意見を発信

していただければと思います。

質問者　一極でやるほうがいいのですか、それとも、

道州制でやるほうがいいのですか。ちょっとそのあた

りを。

門山　要するに、東京に全部が集まっている、これ

は直さなければいけない。地域と地域の経済格差が大

きい、広がっている、これも直さなければいけない。

地方に元気がなくなっている、これも直さなければい

けない。その対策として、道州制が有効かどうか、道

州制の制度設計がそれに役立つものになるか、今考え

ているところです。

高田　議論中ということで、今、いろいろな方向を

向いてまさに検討を進めているということだと思いま

す。

もうお一方。

質問者　市議会議員です。ニューパブリックマネジ

メント、自助・公助・共助の共助の部分をどうしてい

くか、住民の皆さんにどれだけ自分たちの責任を担っ

てもらうかという議論で、行政の受け入れ体制をどう

やっていくか、そのためには行政評価、人事評価、事

業評価、そういうことをやっていかなければならない

といいます。確かに、行政の中身の整備は、我々も首

長と一緒に進めていかなければならないと思います。

門山審議官には重たい意見かもしれませんが、奈良

県のほとんどの市町村が15％、多いところでは30％ぐ

らいの公債費を計上している。他の事業に振り分けら

れるような余裕がないところが非常に多い。重たい荷

物を背負ってスタートしなければならない状況にあ

る。いろいろ新しいものを考え出してやっていきたい

が、体力がないというのが現状です。体力不足に加え

て、交付税が削減されていくという、もうどうにもな

らない状況であるわけです。これをどのようにお考え

なのか。他の都道府県のことはわかりませんが、奈良

県の市町村にとって荷物は重すぎる。この荷物を多少

でも軽くしていただかないと、前を向いて歩いていけ

ない状況です。その点に関してどのようにお考えか、

お聞かせいただきたいと思います。

高田　では、門山審議官、よろしくお願いいたしま

す。

門山　私ばかりで申しわけないのですが、今日の

テーマに近づけてお答えするとしますと、こういうこ

とをやりたいのだというビジョンがあって、そのため

に今、何が問題かというと、おっしゃるように抱えて

いる荷物が大きい。それに対する、地方としてやれる

対策が行政改革。そして、国が考えなければならない

のが、毎年毎年でいえば地方財政対策であり、そして、

長い時間で考えるならば、今進めようとしている地方

分権改革が、そういう位置付けになるのではないかと

考えます。

高田　まだまだ質問がおありの方はいらっしゃるか

と思うのですが、時間の関係で、このあたりにさせて

いただきます。

では最後に、４人のパネリストから一言ずついただ

きたいと思います。辻先生から順番に、一言で恐縮で

すが、お願いいたします。

辻　減量を叫ぶだけではなく、少子高齢化で量的に
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縮小していくにしても、質的には拡充していかなけれ

ばならない。そのためにどうやっていけばいいのかを、

今後10年さらに追求していくことが、改めて重要だと

思っています。

大学に身を置いていると、最近の公務員人気のなさ

をひしひしと感じます。どうしたら魅力ある職場、仕

事を提供できるかということも是非考えていってほし

いと思います。

高田　では、音田さん、お願いいたします。

音田　行革というのは、ダイエットと共通している

ところがあるのかと思うのです。ダイエットは、なぜ

みんなつらくても我慢するかというと、こうなるであ

ろうという一つの理想のイメージがあるわけですね。

それを目指して、少々つらいことも我慢しようと。だ

から行革の話も、くっきり、はっきり、しっかり、展

望を示してほしいという話をしたのです。楽しい、明

るい夢なり展望なりをもっと語っていただければ、市

民も一緒になって汗を流すことを嫌がらないだろうと

感じます。

会場から質問された方は団塊世代とか。私はそれよ

り上なのですが、団塊世代の方に、是非地域に帰って

きて頑張っていただきたい。特に男性は定年を迎える

と、粗大ごみとか、産業廃棄物とか、さんざん悪口を

言われていたのですけれども。もうちょっと、地域の

中で新しい形でやっていただきたいと思うのです。女

性は地域の中でうまく溶け込んでいるのですが、男性

は地域へ帰っても孤立していて、なかなか活動に参加

できていない。その辺を是非頑張っていただきたいと

思うのです。

男女共同参画県民会議が昨年度取り組んだ事業で、

男も家事をしようというのがありました。県内男性の

家事時間を調査して、「男も家事（おもかじ）いっぱ

い！」という遊び心のある事業名でやっていたのです。

家庭にも帰ってほしいし、地域にも帰ってほしい。そ

れが、やはり協働を進めていく上でのポイント、男性

に頑張ってほしいと思います。

高田　ありがとうございます。それでは、岡井町長、

お願いいたします。

岡井　合併問題について質問がなかったので、ちょっ

とさみしく思っています。私も合併を推進するほうで

すが、町村は2,500数町村あったのが、1,013にまで

減っています。奈良県は37から27になりました。合

併については、やらなければいけないところ、やれな

いところ、やりたくないところ、いろいろありますが、

無理強いするのではありませんが、将来を考えると、

やはりその方向でいかなければならない、だけど決断

できないというのが現実だろうと考えております。

私も今日は本当に勉強させていただきました。ここ

に出るために、もう一度、過去の資料なり、いろいろ

なことを読みあさって勉強できたことが、自分にとっ

ては最高の喜びであったと考えています。どうぞ、今

後ともよろしくお願いいたします。

高田　ありがとうございました。それでは、門山審

議官、お願いいたします。

門山　プレゼンテーションいただいた方々のご意

見、会場からいただいたご意見を伺っていて、最近読

んだ本を思い出しました。中央集権・官僚制というの

は、物事を変えずに維持していくのには極めて向いた

システムだ、物事を変えようと思ったら地方分権に

持っていかなければならない、ということが書いてあ

りました。今日のご意見を聞いていて、改めてそうな

のだと思いました。

押しつけや強制として行革をとらえるのではなく、

自前の行革というものを進めていただきますことを、

総務省としましても改めてお願いいたしまして、最後

の一言とさせていただきます。どうもありがとうござ

いました。

高田　ありがとうございました。これで本日のパネ

ルディスカッションを終わりにさせていただきます。

自治体を取り巻く環境は大きく変わっているわけです

が、間違いないのは、変化はこれからもあり続けると

いうこと。そして、自治体、あるいは自治体を含む公

共空間は、変化に的確に、適切に対応していかなくて

はいけないだろうということです。

このパネルディスカッションでパネリストに出して

いただきましたいろいろなご意見、お考えが、皆様方

がこれからの自治体像、新しい公共空間のあり方とい

うものをお考えいただく上で有益なものになろうかと

思います。また、そうあっていただければということ

を最後に申し上げたいと思います。どうもありがとう

ございました。



─ 114 ─


	nara_1_0317_2
	nara_2_0317_2
	nara_3_0317_2
	nara_4_0317_2
	nara_5_0317_2

